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研究要旨 
 
 高齢化社会を迎え、保健医療の質の向上と医療費適正化を同時に達成するためには、介護福祉施
設における感染制御が重要な課題の一つとなる。本研究では大阪府吹田市の特別養護老人ホームを
主な対象とし、行政・衛生研究所・医療機関が連携した施設内感染対策支援ネットワークを組織し、
課題を克服するための支援プログラムを策定してその有効性を検証した。厚生研究の事業化により
地域住民への安心・安全な福祉の提供が期待される。 
 

 

 
 
A.研究目的 
  
 医療施設における院内感染は、患者や医療従
事者に不必要な苦しみと医療機関に多大な負担
を及ぼす。これに対応するため、効果的な院内
感染防止が体系的に進められてきた。2006年に
制定された良質な医療を提供する体制の確立を
図るため医療施設法等一部を改正する法律にこ
の指針が含まれる。さらに2012年に適切な院内
感染対策をとることにより感染防止対策加算と
して医療費を受けることができるようになった。
これにより、医療機関における感染制御対策は
さらに質の高いものに進化しつつある。この流
れの背景には、費用対効果が院内感染防止への
投資が院内感染発生後の処置より高いことが指
摘される。医療機関における感染制御（院内感
染）は確立しつつあるが、医療関連感染
（Healthcare-associated infection）制御の観
点から、医療機関以外の施設における対策が必 

 
 
要である。医療関連感染予防を地域で効果的に
実施できれば高い費用対効果で感染症対策を実
施できる可能性がある。これは限られた厚生予
算の効果的な運用に貢献できる。このような背
景の中で医療機関に対し大きな感染対策ストレ
スになることが指摘されている福祉施設におけ
る感染制御について戦略的な対策を講じること
ができれば、社会に対する貢献度は非常に大き
いと思われる。福祉施設における施設内感染は
入所者や施設従事者に不必要な苦しみと施設に
多大な負担を及ぼす。これは医療機関における
状況と全く同じであり、対策においても類似の
アプローチが有効であることを示唆する。そこ
で、医療機関の取り組みを模倣し、福祉施設の
感染症対策ネットワークを構築する。これを通
じて施設内感染対策を強化すると同時に、感染
制御にかかる地域の医療費を適正化することに
ついて科学的基盤の提供を試みた。 
 



 

B.研究方法 
 
 吹田市高齢支援課と共同で研究事業の対象と
なる吹田市内の 20 の特別養護老人ホームを抽
出し、大阪府公衆衛生研究所、吹田保健所、吹
田市役所、病院間院内感染ネットワークと連携
した施設内感染対策支援ネットワークを構築し
た。施設への個別訪問、全体会議、アンケート
調査を実施解析し、現場の状況把握とニーズの
洗い出しを行い、感染制御を支援するためのプ
ログラムを策定し各施設に提供した。また、介
護施設が最小限の負担で積極的かつ持続的に事
業に参加して受益できる条件の明確化を行った。
プログラムの有効性はアンケート調査とアウト
ブレイク数と感染者数をもとに評価した。医療
施設の感染制御ネットワークに福祉施設の現状
を、福祉施設ネットワークに医療施設の情報を
それぞれ提供して相互理解を図った。 
 
（倫理面への配慮） 
我々の研究では、個人を特定できる情報は収

集しないが、法人間での情報共有、あるいは研
究成果をインターネット上等で公開されるので、
研究参加者が不利益にならないように情報収集
することについて、大阪府立公衆衛生研究所運
営審査会倫理審査部会で審査を受け、承認され
た。 
 
C.研究結果 
 
事業開始にかかる関係施設との事前調整 
 
 行政管轄の異なる施設を統合したネットワー
クを構築するため、行政側として大阪府介護保
険課、地域保健感染症課、吹田市高齢支援課、
所管保健所である吹田保健所、施設長会との事
前調整が必須となる。介護福祉施設を管理する
高齢支援課には感染管理のノウハウはなく、事
業の必要性は高く評価された。福祉サービスの
中で医療機関との間で入居者のやりとりが最も
多いと思われる特別養護老人ホーム（介護老人
福祉施設）が感染管理を中心に考えることが最

も適切と判断し、吹田管内にある全19の特別養
護老人ホーム (平成26年度は20施設)を選定し
た。デイケア施設や障がい者福祉施設は背景が
大きく異なるため、感染制御を目的とする組織
活動を開始する際には別のネットワークが望ま
しいと考えられた。 
 
感染制御ネットワーク研究会の活動 
 
 施設側の要望が高い感染症を題材として2年
間で 7 回の研究会を吹田保健所にて開催した
(表1-1から表1-7、第1回および2回は、主と
して運営方針などの協議を行った)。院内感染、
ノロウイルス感染症、インフルエンザ感染症、
疥癬、HIV 感染症と介護、感染制御の実演、結
核、ワクチンについて専門家の講演を受け、施
設従業員の感染症対策に関する知識の標準化に
貢献した。研究会の内容はビデオ撮影しDVDと
して保存してその後の活用を図った。大阪府立
公衆衛生研究所、保健所、医療機関の専門職に
よる施設の現状調査と勉強会を2年間で6施設
にて実施した。科学的根拠のない過剰・不必要
な対策を見直し適切な対策の策定に貢献した。
感染対策マニュアルの供覧、サイトビジットの
結果を研究会にて発表して成果の共有を図った。 
 
医療施設との連携 
 
 施設は医療施設とは異なり生活の場であると
いう認識から施設では主にウイルス感染症、結
核、疥癬に対する対策を実施し、病院で行われ
ている薬剤耐性菌を中心とした院内感染対策と
は異なる。医療機関と施設は互いに感染管理の
実態を把握しておらず、入院に際して円滑な情
報共有も困難な状況であった。そこで包括的な
地域の感染対策ネットワーク拡大への意識改革
を行い、相互理解を図った。医療機関と施設が
相互に実情を理解し合えたことは重要な成果と
考える。 
 長期療養型老人福祉介護施設と医療機関の間
では患者の受け渡しに際して耐性菌も伝搬する
可能性が指摘されている。この対策にはエビデ



 

ンスの蓄積が不可欠である。施設における耐性
菌保有状況調査には薬剤耐性菌と標準予防策へ
の理解が不可欠である。医療施設に付属する先
進的な施設を中心に調査を推進するための環境
整備を実施した。地域でどのように耐性菌が伝
搬していくかを分子遺伝学的に解析するため、
長期的視点にたって吹田および茨木地区で検出
された各種の多剤耐性菌の収集保存を大阪府立
公衆衛生研究所で実施することになった。 
 
ネットワーク運営形態に関する検討 
 
 行政主導による感染制御ネットワーク構築と
運営の問題点を検討した。茨城保健所はすべて
の福祉施設を対象に感染対策会議を年２回主催
している。保健所が主催しているので施設の参
加率は高い。事業内容は行政からの情報伝達が
多い。施設が多岐にわたるため、切実な問題と
なっている感染症が多様で、参加者に直接的な
恩恵がある議題を提供するためには担当者の高
いコミットメントが求められる。平時の感染対
策を向上させる為の個別介入を実施するには保
健所への負担は重い。施設からの発言は保健所
への要望が多い。一方、施設主導型の運営では
施設が自発的にネットワークに参画するため積
極的な発言が目立つ。権力行政権限を持たない
衛生研究所がネットワーク調整役になることで
施設からはより率直かつ切実な問題提起が期待
できる。 
 
多剤耐性菌の地域拡大に関する解析 
 
 調査地区における多剤耐性菌の広がりを解析
するために、介護老人福祉施設における多剤耐
性菌の保有状況調査を実施していくことを決定
した。このため、参加施設の選定、調査にかか
る準備、倫理的配慮等について調整を行った。
並行して、多剤耐性菌が転院等により地域に広
がることが指摘されていることを受けて、地域
の流行状況を把握するため、吹田および茨木地
区のネットワーク参加医療機関にて検出された
MDRP、MDRA、CRE の菌株を大阪府立公衆衛生研

究所で収集するシステムを構築した。耐性の真
偽の確認と地域における集積性について分子疫
学的解析を行う。 
 
本研究の波及効果 
 
 吹田管内における活動を積極的に情報発信す
ることにより、活動のノウハウ提供や施設内感
染制御に関する助言を茨城地区および豊能地区
から依頼された。菌株収集事業は感染対策とい
う枠を超えて厚生労働省が力を入れる多剤耐性
菌調査事業にも貢献が期待できる。本研究の成
果をうけて、大阪府は福祉施設と医療を連携さ
せる地域の感染制御ネットワーク構築事業を公
衆衛生行政の正式な一つの事業として、位置づ
けられないか検討を開始した。 
 
D.考察および提言 
 
 2 年間の研究事業において、福祉施設におけ
る感染制御ネットワーク構築の重要性とそのネ
ットワークを院内感染対策連絡会と結合させ、
拡大していくことが、重要であることが示され
た。またそのことは、地域住民にとってより安
全で健康的なまちづくりにつながるものとして
期待して間違いないと思われる。 
 ここでは、その成果を別紙の提言としてまと
める。 
 また、これまでの研究成果を各項目別に評価
した。 
 
1） 達成度 

 
吹田地区の特別養護老人ホームにおけるネッ

トワーク構築と運営活動は概ね予定通りである。
医療機関ネットワークとの連携は事業活動の一
部が大阪府立公衆衛生研究所を通して間接的に
実施されたが、直接的には成立していない。 
 
2） 研究成果の学術的・国際的・社会的意義 

 
吹田地区で行われたネットワーク構築事業が、



 

他の地区の規範となる可能性がある。実施され
た講演等の内容が記録されており、教材として
も利用できる。 
 他地域や今回対象とした長期療養型老人福祉
施設以外の精神障がいや児童福祉施設等から問
い合わせを受けており、医療関連感染の制御の
必要性が広く認識されている。 
 
3) 今後の展望および課題 
 
ネットワーク構築が、他の地区でも進むこと、

および同地区において高齢者福祉以外の多様な
福祉施設まで進むことが望まれる。しかし、行
政組織の管轄が異なることや人的資源が不足し
ていることから、施設からの自主的な参加が必
要である。行政組織は病院間ネットワークと福
祉施設間ネットワークを容易に連携できる方策
を練った上で事業を展開していかなければなら
ない。 
事業による効果がどの程度顕在化したかは、

施設内アウトブレイク数と患者数によって客観
的に評価できると思われる。これを長期的に実
施することで、事業の有用性を数値化すること
が可能となる。 
地域における感染対策にかかる医療費が、施

設における予防措置によりどの程度軽減される
かについてはあと２年程度の長期的視点に立っ
た解析が必要と思われる。これに基づいた介護
報酬のあり方への提言は医療費適正化にとって
極めて有用と思われる。 
 
3） 研究実施における効率性 

 
 ネットワーク構築事業を、保健所単位で行う
か、行政区分で行うか、院内感染ネットワーク
（加算病院）区分で行うかなどで効率性が異な
ってくる。今回の研究は保健所単位で進めたも
ので、効率性は悪くないと考える。ただし、研
究に参加された施設・医療機関の規模、組織力、
財政力に差があるので、個別対応の必要がある。
ネットワークを構築する初期に個別対応で事業
所間のレベルを均一化すれば、持続的な事業展

開がより効率良くなると思われる。 
 以上のことから、①病院及び福祉施設間に共
通の問題認識を醸成し、②福祉施設の耐性菌の
現状を調査し、③教育の機会を設けることによ
って、医療機関および施設両方の感染防止対策
が効率的な耐性菌等の感染制御をもたらすこと
が証明できる。その結果として福祉施設に対す
る公的な感染対策が経済的にも医療費の適正化
につながり、かつ国民の健康に貢献すると思わ
れる。このことに関して、我々は本研究から科
学的な裏付けを提供できるのと思われる。 
 
E.結論 
 
医療・介護福祉施設を含む地域密着型の感染

制御ネットワークを構築するために、モデルと
なる地域と施設を選択し、ネットワークシステ
ムを試験的に運用した。現状の把握と効率的な
支援活動のあり方を模索し、ネットワークの有
用性に関し一定の成果をあげ、感染対策支援が
介護福祉の質の改善にもたらす影響について科
学的知見を収集できる基盤が整備できたと考え
る。ネットワークを構築することによって地域
住民に安心・安全を提供できる福祉への貢献が
期待される。 
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 この研究を持続的に遂行し、事業化していく
ための基礎知識なると思われる重要な資料を以
下に添付する。 
 
資料 1 薬剤耐性菌感染症対策〜地域の連携の
重要性〜(抜粋) 第3回感染制御ネットワーク
研究会 講演 朝野和典（大阪大学大学院医学
系研究科 感染制御学 教授） 
 
資料 2 感染症対策概論(抜粋) 講演型施設訪
問時講演 駒野淳 森川佐依子 左近直美（大
阪府立公衆衛生研究所 ウイルス課） 
 
資料3 厚生労働省第12回院内感染対策中央会
議 参考人 朝野和典（大阪大学大学院医学系
研究科 感染制御学 教授） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
                         

平成２７年３月１６日 

 
 

 

緒言 

福祉施設における感染制御は入所者の生活の質を保つ上で重要です。しかし、費用対

効果の高い感染制御のあり方は十分に確立されていません。福祉施設で安心した生活を

入所者に提供するために、どのような活動が効果的でしょうか。先進する医療機関にお

ける院内感染対策に学び、我々の研究活動から導かれた提言をここにまとめます。 

 

感染制御の専門家を交えた互助ネットワーク活動 

 福祉施設には感染制御の担当者を配置しているのが一般的ですが、そこで行われてい

る感染対策が適切かどうかについて不安を抱えているのが実情です。我々は地域の福祉

施設が連携して、感染制御を向上させる活動が効果的と考えます。ネットワーク活動は

施設代表者が運営し、１年に３〜４回程度の定期的な情報交換会を軸にする事が望まし

いです。並行して、感染制御担当者が相互に施設を訪問して、感染対策のあり方を助言

しあう「サイトビジット」の実施が望まれます。この活動には、専門家として保健所の

感染症担当者、衛生研究所の職員、地域の医療機関の感染症対策チーム、市町村の行政

担当者をオブザーバーに迎えて、多方面から情報収集できるように配慮する事が求めら

れます。これによって過剰または不要な対策を省くことができます。 

 情報交換会では感染症に対する知識の向上を、サイトビジットでは平時・有事の対応

を議論し、サイトビジットの成果を情報交換会で紹介するとより効果的です。 

 

行政・医療施設との連携の強み 

感染制御のノウハウを持った保健所の関与は施設の感染制御ネットワーク活動にと

って非常に重要です。保健所と福祉施設の接点は、これまで感染症アウトブレイクが発

生した後の報告及び監督・指導という関係がある以外は希薄でした。保健所を含めたネ

ットワーク活動では、感染症アウトブレイクがおこる前にこれをどのように防ぐかとい

う観点から福祉施設が保健所と意見交換できるメリットがあります。保健所にとっても

ネットワークへの積極的な貢献が感染症アウトブレイクの予防に直結し、保健所業務の

負担を軽減できるという点で意義があります。衛生研究所についても同様に感染症アウ

トブレイクを未然に防止することは重要な任務です。 

医療機関における院内感染は薬剤耐性菌により重点がおかれており、福祉施設におけ

医療・介護福祉施設を含む地域密着型の感染制御ネッ

トワーク構築のための提言 



 
 
 
                         
る施設内感染の対象とはやや異なります。しかし、医療機関と福祉施設の間では入所者

の行き来があるため、福祉施設における耐性菌拡散が医療機関における院内感染のリス

クになり得るという点で密接な関係があります。感染症対策という視点で見ると、福祉

施設と医療機関の連携は必ずしも有機的ではありません。医療機関を含めたネットワー

ク活動であれば、医療と福祉が相互に感染対策のあり方に理解を深めながら、平時から

意見交換できます。 

お互いに顔が見えて、すぐに気軽に相談できる関係を構築しておけば、仮に感染症の

アウトブレイクがおこったときでもいち早く対応できるため安心です。 

 

互助ネットワークの進め方 

ネットワーク活動は施設側が自律的に運営することがより好ましいです。“ボトムア

ップ型”運営の方が施設にとってより役に立つ活動にすることができるからです。生産

的なネットワーク活動がなるべく永続できるよう、施設側では次世代のリーダー育成が

求められます。 

行政・医療機関はオブザーバー的な立場で関与する方が負担なく参加して貢献を果た

すことができます。情報交換会の会場を保健所にすれば、行政・医療機関が無理なく参

加できると期待されます。行政は通知等を発して、行政保健機関の職員が積極的に行動

しやすいように配慮すればより効果的です。 

 

ネットワーク活動のゴールとは？ 

ネットワーク活動が入所者へのより良い福祉サービスにつながり、長期的には地域の

皆さんへの医療の質を高めることにつながると期待されます。 

 

ネットワーク活動の支援 

 福祉施設の感染制御ネットワーク活動はあまり例がありません。大阪府公衆衛生研究

所はモデル地区での活動を通じてネットワーク活動のノウハウを蓄積してきました。ど

うしたらよりよい感染制御ネットワークが組織できるか、情報交換会での話題提供、サ

イトビジットの引率など、施設・行政を問わず依頼があれば大阪府公衆衛生研究所の職

員がネットワーク活動を支援させていただきます。 

537-0025 大阪市東成区中道 1-3-69 

   大阪府立公衆衛生研究所 感染症部 加瀬 哲男 

Tel:06-6972-1321/Fax:06-6972-2393/Email:kasetetsuo@iph.pref.osaka.jp 
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